様式第１号（補助住宅等申込書）
	 受付番号
	

	 受付年月日
	


県産材住宅支援事業補助住宅等申込書
兼補助金交付申請書
申請日：　　　　年　　月　　日
	　　岐阜県知事　様

	 【申込者】〒
住　　所

事業者名
代表者職氏名
連絡先(電話番号) 


　岐阜県が実施する、県産材住宅建設事業者支援事業費補助金実施要領（以下「要領」という。）第５条第１項の規定に基づき、補助金交付を受けたいので、下記のとおり申請します。
      　                                 記
	１　住宅等概要
	建築場所
	　　　　　都 道 府 県　　　　　　　　　　市 町 村
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	工事完了日
	　　　　年　　　　月　　　　日

※建築基準法第７条第１項又は第７条の２第１項に基づく完了検査が必要な建物は、検査済証交付日または引渡し日のうちどちらか早い日を工事完了日とします。完了検査が不要な建物は、建物完成日を工事完了日とします。

	
	住宅等の仕様
	（住宅）　① 平屋建て　② ２階建て　③ ３階建て
※該当する番号に○をつけて下さい

	
	
	延べ床面積　　　　　　  ㎡ 

	
	問い合わせ先
（担当者）
	担当者部署：
担当者氏名：
（TEL：　　　―　　　―　　　）
（E-mail:　　　　　　　　　　　）

	２　申請内容
	補助金申請額：１４０，０００円

	
	ぎふの木で家づくり支援事業との併用（どちらかに○）　有　・　無

	
	　下記の①～⑧について必要事項を記載してください。
1 構造材総使用量
　　　　　　　　ｍ3
2 ①のうち「ぎふ性能表示材」
（条件：①の８０％以上であること）
　　　　　　　　ｍ3
3 ①のうち横架材使用量
　　　　　　　　ｍ3
4 ③のうち「ぎふ性能表示材」
（条件：6m3以上であること）
　　　　　　　　ｍ3
5 ④が４m3以上～６m3未満の場合のみ内装材面積
（条件：20m2以上であること）
　　　　　　　　ｍ2
　⑥　構造材にかかる価格上昇分負担額
　　　（条件：28万円以上であること）
　　　　　　　　円
※⑤は、横架材が4m3以上～6m3未満の場合のみ記載してください。
　⑥の負担額の金額については、別途算出根拠を提出してください。（任意の書式で可）

	３　誓約事項
	施主
（工事施工者）　　　　　　　　　　　　　　の補助金申請にあたり、下記の事項を証明します。

・私と工事施工者で交わした当初工事契約後の構造材にかかる価格上昇分にかかる私（施主）の費用負担が下記のとおりであることを証明します。

署名（施主）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※施主本人が署名してください。
署名者負担額　　　　　　　　　　　　　　　円　　



＜添付資料＞
①　県産材住宅建設事業者支援事業補助住宅等概要書（様式第２号）
②　工事完了日が確認できる書類
　　（建築基準法第７条第１項又は第７条の２第１項の申請が必要な住宅）
　　　建築基準法第７条第５項又は第７条の２第５項の規定による検査済証の写し
　　（上記以外の住宅）
　　　工事完了報告書(様式第４号)又は工事完了日を明記する書類（工事完了引渡証明書等）
③　申請住宅の建築場所を示した位置図
④　申請住宅の各階の平面図

⑤　工事着手日が確認できる書類
（建築基準法第６条第１項第２号又は第４号に基づく申請が必要な住宅）
第６条第１項の規定による確認申請書（第一面から第四面）及び同条第４項の規定による
確認済証の写し
　（上記以外の住宅）
　　建築基準法第１５条第１項の規定による建築工事届の写し
⑥　当初契約時の構造材にかかる木材使用量計算書（様式第３号）

⑦　実際に使用した構造材にかかる木材使用量計算書（様式第３号）
⑧　当初契約時の製材工場や木材流通事業者等からの見積書（構造材にかかる費用がわかるもの）
⑨　変更契約で数量の変更があった場合には、変更後の製材工場や木材流通事業者等からの見積書（構造材にかかる費用がわかるもの）
⑩　実際に木材を調達したときの製材工場や木材流通事業者等からの納品書・請求書（構造材にかかった費用がわかるもの）
⑪　⑩の支出証明書類（口座振込や納付書など）
⑫　口座振込依頼書兼債権者登録票及び振込先口座が確認できる通帳の写し（表紙裏の口座名義（カタカナ）や発行支店名等が確認できるページ）
※県の機関に振込口座を登録している場合は不要です
○ぎふの木で家づくり支援事業県内・県外新築タイプに申請している場合
⑬　ぎふの木で家づくり支援事業への補助住宅申込書兼補助金交付申請書写し（木材使用量計算書含む）

※上記①～③、⑤～⑦の添付は不要ですが、ぎふの木で家づくり支援事業で提出する木材利用量計算書（ぎふの木で家づくり支援事業実施要領様式第３号）を添付してください。

　
注）申請内容が変更となった場合には、すみやかにこの申請書を提出した農林事務所（県外は県庁県産材流通課）へ連絡してください。

